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(57)【要約】
【課題】異なる長さを有する被搬送物に適用可能なスラ
イドレール取付機構を提供する。
【解決手段】
　スライドレール取付機構は、レール要素及び調整要素
を含む。レール要素は、上壁と、下壁と、上壁と下壁と
の間に接続された中間壁とを有する。収容スロットが上
壁と中間壁との間に形成される。調整要素は、レール要
素に移動可能に取り付けられる。調整要素はレール要素
の上壁に隣接して位置する上部と、レール要素の下壁に
隣接して位置する下部とを有する。調整要素が、ある位
置へと動くように調整されるとき、調整要素は、収容ス
ロット内にあるように延伸する。
【選択図】図３Ｂ
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　互いに分離した第１収容スロット及び第２収容スロットを含むレール要素と、
　前記レール要素に移動可能に取り付けられ、かつ、第１位置と第２位置との間で前記レ
ール要素に対して動くことができる調整要素であり、前記調整要素及び前記レール要素の
うちの１つは、長孔を有する、調整要素と、
　前記レール要素及び前記調整要素を接続するために、前記長孔を貫通する固定要素と、
　を備え、
　前記調整要素が、前記第１位置に位置するとき、前記調整要素は、前記第１収容スロッ
ト内にあるように延伸せず、
　前記調整要素が、前記第１位置から前記第２位置へと動くように調整されるとき、前記
調整要素は、前記第１収容スロット内の空間の一部に延伸する、
　スライドレール取付機構。
【請求項２】
　前記レール要素は、上壁と、下壁と、前記上壁と前記下壁との間に接続された中間壁と
を有し、通路が、前記上壁、前記下壁及び前記中間壁によって画定され、前記調整要素は
、前記通路内に位置する、請求項１に記載のスライドレール取付機構。
【請求項３】
　前記第１収容スロット及び前記第２収容スロットの各々は、前記レール要素の前記上壁
の一部から前記レール要素の前記中間壁の一部へと延伸される、請求項１に記載のスライ
ドレール取付機構。
【請求項４】
　前記調整要素は、前記レール要素の前記上壁に隣接して位置する上部と、前記レール要
素の前記下壁に隣接して位置する下部と、前記上部と前記下部との間に接続された本体部
と、前記本体部から延伸したブロック部とを有し、前記第１収容スロットは、互いに連通
した第１部分及び第２部分を含み、前記調整要素が、前記第１位置に位置するとき、前記
調整要素の前記ブロック部は、前記第１部分と前記第２部分との間の前記第１収容スロッ
ト内にあるように延伸せず、前記調整要素が、前記第１位置から前記第２位置へと動くよ
うに調整されるとき、前記調整要素の前記ブロック部は、前記第１部分と前記第２部分と
の間の前記第１収容スロット内にあるように延伸する、請求項２に記載のスライドレール
取付機構。
【請求項５】
　前記第１収容スロットは、実質的にＵ形状である、請求項１に記載のスライドレール取
付機構。
【請求項６】
　前記第２収容スロットは、実質的にＪ形状である、請求項１に記載のスライドレール取
付機構。
【請求項７】
　上壁と、下壁と、前記上壁と前記下壁との間に接続された中間壁とを有するレール要素
であり、第１収容スロット及び第２収容スロットは、前記上壁と前記中間壁との間に形成
され、前記第１収容スロットは、互いに連通した第１部分及び第２部分を含む、レール要
素と、
　前記レール要素に移動可能に取り付けられ、前記レール要素の前記上壁に隣接して位置
する上部と、前記レール要素の前記下壁に隣接して位置する下部とを有する、調整要素と
、
　を備え、
　前記調整要素が、ある位置へと動くように調整されるとき、前記調整要素は、前記第１
部分と前記第２部分との間の前記第１収容スロット内にあるように延伸する、
　スライドレール取付機構。
【請求項８】
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　前記の位置において、前記レール要素及び前記調整要素を接続するための固定要素を更
に備える、請求項７に記載のスライドレール取付機構。
【請求項９】
　被搬送物に適用可能であり、前記被搬送物は、第１取付要素及び第２取付要素を含む、
スライドレール取付機構であって、当該スライドレール取付機構は、
　互いに分離した第１収容スロット及び第２収容スロットを含むレール要素であり、前記
第１収容スロットは、前記第１取付要素を取り付けるように構成され、かつ、互いに連通
した第１部分及び第２部分を有し、前記第２収容スロットは、前記第２取付要素を取り付
けるように構成される、レール要素と、
　前記レール要素に移動可能に取り付けられた調整要素であり、前記調整要素が、前記レ
ール要素に対してある位置へと動くとき、前記調整要素は、前記第１部分と前記第２部分
との間の前記第１収容スロット内にあるように延伸する、調整要素と、
　を備え、
　前記被搬送物の前記第１取付要素が、前記レール要素の前記第１収容スロットの前記第
１部分から前記第２部分に入り、かつ、前記第２取付要素が、前記第２収容スロット内に
位置するとき、前記の位置に位置する前記調整要素は、第１取付要素が垂直な方法で前記
第１収容スロットから直接的に取り外れることを防ぐように構成される、
　スライドレール取付機構。
【請求項１０】
　前記の位置において、前記レール要素及び前記調整要素を接続するための固定要素を更
に備える、請求項９に記載のスライドレール取付機構。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、スライドレール取付機構に関し、特に、異なる長さを有する被搬送物に適用
可能なスライドレール取付機構に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般的に、スライドレールアセンブリは、第１レール及び第２レールを少なくとも備え
る。第２レールは、第１レールに対して、回収位置（ｒｅｔｒｉｅｖｅ　ｐｏｓｉｔｉｏ
ｎ）又は延伸位置にあるように動かされ得る。第２レールは、シャーシ（ｃｈａｓｓｉｓ
）、引出しなどの被搬送物を取り付けるように構成される。
【０００３】
　米国特許６，２０９，９７９Ｂ１号明細書は、スライドレールアセンブリを開示する。
米国特許６，２０９，９７９Ｂ１号明細書の図１に示すように、スライドレールアセンブ
リのレール要素は、シャーシの複数の対応する取付ポスト１４を取り付けるために、複数
のＬ形状のスロット１６を有する。一般的に、上記の配置によりシャーシを取り付けると
き、シャーシはレール要素の真上にあるように持ち上げられなければならず、シャーシの
取り付けポストは、次いで、垂直落とし込み法（ｖｅｒｔｉｃａｌ　ｄｒｏｐ－ｉｎ　ｍ
ａｎｎｅｒ）で取り付けるために、全てのＬ形状のスロットに整列され、シャーシは更に
水平に動く。従って、シャーシは器具を使用せずにレールに取り付けられ得る。しかし、
そのような取付方法は、全ての取付ポストを全てのＬ形状スロットに整列させなければな
らない。スライドレールアセンブリは、異なる長さを有するシャーシに適用可能である（
例えば、より長いシャーシは、レール要素に取り付けるために３つの取付ポストを有する
ことができ、より短いシャーシは、レール要素に取り付けるために２つの取付ポストを有
することができる）が、垂直落とし込み法でシャーシを取り付けるのは不便である。
【０００４】
　米国特許６，９３８，９６７Ｂ２号明細書は、別のスライドレールアセンブリを開示す
る。米国特許６，９３８，９６７Ｂ２号明細書の図９に示すように、スライドレールアセ
ンブリのレール要素は、シャーシの複数の対応する取付ポスト１４を取り付けるために、



(4) JP 2017-18568 A 2017.1.26

10

20

30

40

50

実質的にＵ形状の複数の収容スロット１６を有する。一般的に、上記の配置によりシャー
シを取り付けるとき、シャーシはレール要素の真上にあるように持ち上げられなければな
らず、次いで、取付ポストは、垂直落とし込み法で取り付けるために、収容スロットに整
列される。レール要素における収容スロットがＵ形状のスロットなので、シャーシの前端
部が外力により押圧されるとき、シャーシの後端部は、上方に傾斜され得る。従って、Ｕ
形状の収容スロットを使用するとき、弾性係合要素は、収容スロットの１つに通常提供さ
れる。収容スロットから取付ポストが取り外れることを防ぐために、係合要素によるシャ
ーシの取付ポストを保持することを介して、シャーシをレール要素に取り付ける安定性は
向上され得る。しかし、シャーシが、レール要素から取り外されるとき、ユーザは、収容
スロットの外部に係合要素を維持するように力を加えなければならず、これにより、シャ
ーシはレール要素から取り外され得る。上記の解放操作は不便である。一方で、そのよう
な設計は、特定の仕様を有するシャーシに主に適用される。より短いシャーシを取り付け
るとき、レール要素の後端部における収容スロットが、いかなるブロック機能（ｂｌｏｃ
ｋｉｎｇ　ｆｅａｔｕｒｅ）も有さないＵ形状であるので、シャーシの前端部が外力によ
って押圧されるとき、シャーシの後端部は、上方に傾斜され得る。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】米国特許６，２０９，９７９号明細書
【特許文献２】米国特許６，９３８，９６７号明細書
【０００６】
従って、本発明は、上記課題を解決するために提供される。
【発明の概要】
【０００７】
　本発明は、異なる長さを有する被搬送物に適用可能なスライドレール取付機構に関する
。
【０００８】
　本発明の一実施形態によると、スライドレール取付機構は、レール要素、調整要素及び
固定要素を備える。レール要素は、第１収容スロット及び第２収容スロットを含む。調整
要素は、レール要素に移動可能に取り付けられ、かつ、第１位置と第２位置との間でレー
ル要素に対して動くことができる。調整要素及びレール要素のうちの１つは、長孔を有す
る。固定要素は、レール要素及び調整要素を接続するために、長孔を貫通する。調整要素
が、第１位置に位置するとき、調整要素は、第１収容スロット内にあるように延伸せず、
調整要素が、第１位置及び前記第２位置から動くように調整されるとき、調整要素は、第
１収容スロット内の空間の一部に延伸する。
【０００９】
　本発明の別の実施形態によると、スライドレール取付機構は、レール要素及び調整要素
を備える。レール要素は、上壁と、下壁と、上壁と下壁との間に接続された中間壁とを有
する。第１収容スロット及び第２収容スロットは、上壁と中間壁との間に形成される。第
１収容スロットは、互いに連通した第１部分及び第２部分を含む。調整要素は、レール要
素に移動可能に取り付けられる。調整要素は、レール要素の上壁に隣接して位置する上部
と、レール要素の下壁に隣接して位置する下部とを有する。調整要素が、ある位置へと動
くように調整されるとき、調整要素は、第１部分と第２部分との間の第１収容スロット内
にあるように延伸する。
【００１０】
　本発明の別の実施形態によると、スライドレール取付機構は、被搬送物に適用可能であ
る。被搬送物は、第１取付要素及び第２取付要素を含む。スライドレール取付機構は、レ
ール要素及び調整要素を備える。レール要素は、互いに分離した第１収容スロット及び第
２収容スロットを含む。第１収容スロットは、第１取付要素を取り付けるように構成され
、かつ、互いに連通した第１部分及び第２部分を有する。第２収容スロットは、第２取付
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要素を取り付けるように構成される。調整要素は、レール要素に移動可能に取り付けられ
る。調整要素が、レール要素に対してある位置へと動くとき、調整要素は、第１部分と第
２部分との間の第１収容スロット内にあるように延伸する。被搬送物の第１取付要素が、
レール要素の第１収容スロットの第１部分から第２部分に入り、かつ、第２取付要素が、
第２収容スロット内に位置するとき、該位置に位置する調整要素は、第１取付要素が垂直
な方法で第１収容スロットから直接的に取り外れることを防ぐように構成される。
【００１１】
　上記実施形態の１つによると、レール要素は、上壁と、下壁と、上壁と下壁との間に接
続された中間壁とを有する。通路が、上壁、下壁及び中間壁によって画定される。調整要
素は、通路内に位置する。収容スロットの各々は、レール要素の上壁の一部からレール要
素の中間壁の一部へと延伸する。調整要素は、レール要素の上壁に隣接して位置する上部
と、レール要素の下壁に隣接して位置する下部と、上部と下部との間に接続された本体部
と、本体部から延伸したブロック部（ｂｌｏｃｋｉｎｇ　ｐａｒｔ）とを有する。第１収
容スロットは、互いに連通した第１部分及び第２部分を含む。調整要素が、第１位置に位
置するとき、調整要素のブロック部は、第１部分と第２部分との間の第１収容スロット内
にあるように延伸しない。調整要素が、第１位置から第２位置へと動くように調整される
とき、調整要素のブロック部は、第１部分と第２部分との間の第１収容スロット内にある
ように延伸する。
【００１２】
　上記実施形態の１つによると、第１収容スロットは、実質的にＵ形状である。
【００１３】
　上記視点の１つによると、第２収容スロットは、実質的にＪ形状である。
【００１４】
　本発明の上記及びその他の目的が、さまざまな図及び図面に図示される好ましい実施形
態の以下の詳細な説明を読むと、当業者に明白なことは言うまでもない。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の一実施形態に従ったスライドレール取付機構を示す図である。
【図２】本発明の一実施形態に従ったスライドレール取付機構の展開図を示す図である。
【図３Ａ】本発明の一実施形態に従った、レール要素に対して第１位置に位置するスライ
ドレール取付機構の調整要素を示す図である。
【図３Ｂ】本発明の一実施形態に従った、レール要素に対して第２位置に位置するスライ
ドレール取り付け機構の調整要素と、収容スロット内にあるように延伸した該調整要素の
一部とを示す図である。
【図４】本発明の一実施形態に従った、第１の長さを有する被搬送物に適用可能なスライ
ドレール取付機構を示す図である。
【図５Ａ】本発明の一実施形態に従った、レール要素の収容スロット内に被搬送物の取付
要素を取り付けるための、スライドレール取付機構と被搬送物との間の取付操作を示す図
である。
【図５Ｂ】本発明の一実施形態に従った、レール要素の収容スロット内に被搬送物の全て
の取付要素を対応して取り付けるための、スライドレール取付機構と被搬送物との間にお
ける取り付け操作を示す図である。
【図６】本発明の一実施形態に従った、第２の長さを有する被搬送物に適用可能なスライ
ドレール取付機構を示す図である。
【図７Ａ】本発明の一実施形態に従った、取付要素をブロックするために第２位置に調整
要素が位置するレール要素の収容スロット内に被搬送物の取付要素を取り付けるための、
スライドレール取付機構と被搬送物との間の取付操作を示す図である。
【図７Ｂ】本発明の一実施形態に従った、レール要素の収容スロット内に被搬送物の全て
の取付要素を対応して取り付けるための、スライドレール取付機構と被搬送物との間の取
付操作を示す図である。
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【発明を実施するための形態】
【００１６】
　図１に図示するように、本発明の一実施形態のスライドレール取付機構は、レール要素
１０と、レール要素１０に移動可能に取り付けられた調整要素１２と、レール要素１０及
び調整要素１２を接続するように構成された固定要素１４とを備える。
【００１７】
　レール要素１０は、上壁１６ａと、下壁１６ｂと、上壁１６ａと下壁１６ｂとの間に延
伸及び接続された中間壁１８とを有する。通路２０は、上壁１６ａ、下壁１６ｂ及び中間
壁１８によって画定される。加えて、本実施形態において、レール要素１０は、第１収容
スロット２２、第２収容スロット２４及び第３収容スロット２６などの、複数のスロット
を更に有する。第１収容スロット２２、第２収容スロット２４及び第３収容スロット２６
は、互いに分離される。第１収容スロット２２は、第２収容スロット２４と第３収容スロ
ット２６との間に位置する。第１収容スロット２２及び第２収容スロット２４は、実質的
にＵ形状又はＶ形状である。特に、第１収容スロット２２は、レール要素１０の上壁１６
ａの第１部分からレール要素１０の中間壁１８の第１部分へと延伸され、第２収容スロッ
ト２４は、レール要素１０の上壁１６ａの第２部分からレール要素１０の中間壁１８の第
２部分へと延伸される。一方で、第３収容スロット２６は、第１収容スロット２２及び第
２収容スロット２４の形状とは異なる実質的にＬ形状又はＪ形状である。特に、第３収容
スロット２６は、レール要素１０の上壁１６ａの第３部分からレール要素１０の中間壁１
８の第３部分へと延伸される。つまり、第１収容スロット２２、第２収容スロット２４及
び第３収容スロット２６は、レール要素１０の上壁１６ａと中間壁１８との間に形成され
る。第１収容スロット２２は、互いに連通した第１部分２８ａ及び第２部分２８ｂを有す
る。
【００１８】
　図２及び図３Ａは、調整要素１２とレール要素１０との間の配置関係を更に図示する。
本実施形態において、調整要素１２は、レール要素１０の中間壁１８に移動可能に取り付
けられ、かつ、レール要素１０の通路２０に位置する。調整要素１２は、上部３４、下部
３６、本体部３８及びブロック部４０を有する。上部３４は、レール要素１０の上壁１６
ａに隣接して位置するか、かつ／あるいは、接触する。下部３６は、レール要素１０の下
壁１６ｂに隣接して位置するか、かつ／あるいは、接触する。本体部３８は、上部３４と
下部３６との間で延伸及び接続される。ブロック部４０は、本体部３８から延伸されて第
１収容スロット２２に対応して隣接する。ブロック部４０は本体部３８に直接的又は間接
的に接続され得る。調整要素１２及びレール要素１０のうちの１つは、長孔４２を有する
。本実施形態において、調整要素１２は、例えば長孔４２を有する。固定要素１４は、レ
ール要素１０及び調整要素１２を接続するために、長孔４２を貫通する。
【００１９】
　図３Ａ及び図３Ｂに示すように、調整要素１２は、第１位置Ｐ１と第２位置Ｐ２との間
でレール要素１０に対して動くことができる。特に、調整要素１２が、第１位置Ｐ１に位
置するとき、ブロック部４０などの調整要素１２の一部は、第１部分２８ａと第２部分２
８ｂとの間の第１収容スロット２２内にあるように延伸しない。調整要素１２が、第１位
置Ｐ１から第２位置Ｐ２へと動くように調整されるとき、ブロック部４０は、第１部分２
８ａと第２部分２８ｂとの間の第１収容スロット２２内にあるように延伸し、かつ、第１
収容スロット２２内の空間の一部を占める。
【００２０】
　図４に図示するように、スライドレール取付機構は、被搬送物４４に適用可能である。
本実施形態において図示するために、被搬送物４４（電子機器のシャーシ、引出しなど）
は、第１の長さＬ１を有し、かつ、第１取付要素４６、第２取付要素４８及び第３取付要
素５０などの複数の取付要素を含む。
【００２１】
　図５Ａ及び図５Ｂに図示するように、レール要素１０の第１収容スロット２２、第２収
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容スロット２４及び第３収容スロット２６は、それぞれ、被搬送物４４の第１取付要素４
６、第２取付要素４８及び第３取付要素５０を取り付けるように構成される。特に、被搬
送物４４が、レール要素１０に取り付けられるとき、ユーザは、被搬送物４４の第３取付
要素５０を第３収容スロット２６内に斜めに配置することができる。第３収容スロット２
６が実質的にＬ形状又はＪ形状なので、第３取付要素５０が第３収容スロット２６に入っ
た後、第３取付要素５０は第３収容スロット２６内でブロックされ得る。一方、調整要素
１２が第１位置Ｐ１に位置するように調整され得るので、調整要素１２のブロック部４０
は、第１部分２８ａと第２部分２８ｂとの間の第１収容スロット２２内にあるように延伸
せず、これにより、被搬送物４４の第１取付要素４６及び第２取付要素４８は、それぞれ
、第１収容スロット２２及び第２収容スロット２４内に取り付けられ得る。特に、被搬送
物４４が、レール要素１０から取り外されるとき、ユーザは、第２取付要素４８近くの被
搬送物４４上の、ある位置に力を加えて被搬送物４４を持ち上げる必要だけがあり、これ
により、第３取付要素５０は、レール要素１０の第３収容スロット２６から結果的に取り
外されることができ、レール要素１０から被搬送物４４を解放する。
【００２２】
　図６に図示するように、スライドレール取付機構は、被搬送物２００に適用可能である
。被搬送物２００は、第２の長さＬ２を有する（第２の長さＬは、図４の被搬送物４４の
第１の長さＬ１とは異なり、例えば、第２の長さＬ２は第１の長さＬ１より短い）。被搬
送物２００は、レール要素１０に取り付けられることができる、第１取付要素２０２及び
第２取付要素２０４を備える。
【００２３】
　図７Ａ及び図７Ｂに図示するように、レール要素１０の第１収容スロット２２及び第２
収容スロット２４は、それぞれ、被搬送物２００の第１取付要素２０２及び第２取付要素
２０４を取り付けるように構成される。
【００２４】
　被搬送物２００が、レール要素１０に取り付けられるとき、調整要素１２のブロック部
４０が、第１部分２８ａと第２部分２８ｂとの間の第１収容スロット２２内にあるように
延伸することを可能にするために、調整要素１２は、ユーザによって事前に調整されて、
レール要素１０に対して第２位置Ｐ２へと動き、第１収容スロット２２内の空間の一部を
占めることができる。その一方で、第１収容スロット２２は、ブロック部４０によって実
質的にＬ形状又はＪ形状に変えられる。被搬送物２００をレール要素１０に取り付けると
き、ユーザは、第１収容スロット２２の第１部分２８ａから、第１収容スロット２２の第
２部分２８ｂ内に被搬送物２００の第１取付要素２０２を斜めに配置することができる。
一方、被搬送物２００の第２取付要素２０４は、取り付けるために、第２収容スロット２
４に結果的に落とし込まれ得る。調整要素１２のブロック部４０の支援により、被搬送物
２００の第１取付要素２０２が、垂直な方法で、第１収容スロット２２から直接的に取り
外れることを防ぐことができる。特に、ユーザは、第１収容スロット２２及び第２収容ス
ロット２４に被搬送物２００の第１取付要素２０２及び第２取付要素２０４をそれぞれ取
り付け、次いで、調整要素１２のブロック部４０によって被搬送物２００の第１取付要素
２０２をブロックするために、調整要素１２を調整して第１位置Ｐ１から第２位置Ｐ２へ
と動かすこともできる。従って、調整要素１２の位置は、制限なくユーザの実際の要求に
従って調整され得る。
【００２５】
　本発明のスライドレール取付機構は、異なる長さを有する被搬送物に適用可能である。
特に、レール要素の構造を変えない状態で、調整要素の位置は、被搬送物の取付要素をブ
ロックする要件に従って調整されて、レール要素の収容スロット内に留まることができる
。
【００２６】
　当業者であれば、本発明の教示を維持しながら、装置及び方法の多くの変更及び代替が
行われ得ることを容易に認識するであろう。従って、上記の開示は、添付した請求項の境
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釈されるべきである。
【符号の説明】
【００２７】
１０　レール要素
１２　調整要素
１４　固定要素
１６ａ　上壁
１６ｂ　下壁
１８　中間壁
２０　通路
２２　第１収容スロット
２４　第２収容スロット
２６　第３収容スロット
２８ａ　第１部分
２８ｂ　第２部分
３４　上部
３６　下部
３８　本体部
４０　ブロック部
４２　長孔
４４　被搬送物
４６　第１取付要素
４８　第２取付要素
５０　第３取付要素
２００　被搬送物
２０２　第１取付要素
２０４　第２取付要素
Ｐ１　第１位置
Ｐ２　第２位置
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